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二 学説の動向
1989年憲法裁判決および、その後の判例の動揺、それをうけて２度出さ
れた破毀院連合部の判決は、学界でも大きな注目を浴びた。そこでは、上
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記諸判決をどのように理解する
(271)
のかに加えて、これらの判決の議論をどの
ような立場から批評するのか、あるいは賃金均等待遇原則に関する既存の
学説にはどのような理論的難点があるのか、それはどのように解決できる
のかなどが論じられた。
もっとも、このような議論を経ても、学説の分布状況は大きく変化する
ことはなく、多数説は救済否定説をとり、救済肯定説は少数説にとどまっ
た。救済肯定説側の議論も、従来示されてきた救済肯定説とは別の法的根
拠を示すことはなく、これまでの救済肯定説、すなわち共同体説、人格権
（尊厳）説、憲法36条説、折衷的労使関係説のいずれかに依拠し、これら
をより精緻化させた議論を展開するだけで、その意味では学説の大きな飛
躍はない。
とはいえ、いくつかの論点については、従来論じられてきたよりも精緻
な議論がなされており、その論争を通じて各学説のもつ特徴や限界がより
鮮やかに映し出されるようになった。ここでは、論点ごとに議論の状況を
紹介した（１）のち、これらの議論の従来の学説への影響をまとめること
にする（２）。
１ 論点ごとの議論状況
（一）個別的労使関係と集団的労使関係の区別
1989年憲法裁判決が展開した議論の中で、学説がもっとも強い抵抗を示
したのが、労働協約への合理性審査の可能性を示唆している部分である。
本章第２節で述べたように、この部分に関わる判示については、裁判官に
よる労働協約への合理性審査を肯定したと理解する立場と、それを否定し
て（労働協約といえども法律などの強行法規に違反してはならないという）私
的自治に対する一般的な制限を確認したに過ぎないと理解する立場の異な
る２つの見解が存在した。そして、前者のように裁判官の合理性審査を認
(271) この点について、1989年憲法裁判所103号判決に関する議論は第３章第２節で、
その後の判決については第３章第３節一でそれぞれ紹介している。
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めたものと判決を理解する立場の論者のほとんどは、そのような理解を前
提に判決のこの説示を批判して
(272)
いる。また、後者のように協約への合理性
審査を認めたものではないと判決を理解する立場は、判決の文言の理解の
仕方の相違から生じた立場というよりは、労働協約への合理性審査を認め
たくはないがゆえにあえて前者のように判決を理解しないという規範的な
判断に基づいてとられた立場という側面が強く、その意味では後者の立場
も判決が示唆する合理性審査に対しては批判的立場にあると考えら
(273)
れる。
学説が労働協約への合理性審査に対して総じて批
(274)
判的なのは、それが従
来の協約理論からは受け入れ難い結果を生じさせるからで
(275)
ある。すなわ
(272) 特に、O.MAZZOTTA,Variazioni su poteri privati cit.nella nota(205),p.
583;E.GHERA,Parita? di trattamento e principio di correttezza cit.nella nota
(201),p.551;R.SCOGNAMIGLIO,Considerazioni sulla sentenza n.103/89 cit.
nella nota (207),p.127;R.FOGLIA,La Corte Costituzionale e il principio di
 
parita?di trattamento nel rapporto di lavoro,in Dir. Lav.,1989,I,p.310;M.DE
 
LUCA,nota alla sentenza della Corte.Cost.9marzo 1989, n.103, in Foro. it.,
1989, I, 2105; G. SANTORO-PASSARELLI, Il problema della parita? di
 
trattamento retributivo,in Dir. rel. Ind.,1990,p.567など。なお、第３章第２節二
も参照。
(273) 1989年憲法裁判決で用いられていた「裁判官には、実際に行われた職務に基づ
いて、賃金区分もしくは賃金等級に対応した労働者の格付けを検証することおよび
監督することが委ねられており…」という表現や「裁判官は、労働者自らが権利を
もつ賃金区分もしくは賃金等級においてその労働者に属する格付けを受け取るよう
に、必要な審査のための措置を講じなくてはならない」という表現は、その文言の
みで解釈する限りでは、労働協約への合理性審査の可能性を認めたものとしてしか
理解できないであろう。後者の立場がそれでも文言上は無理な解釈をとった理由に
は、文言解釈を超えた規範的な判断があったとみるのが自然である。
(274) もっとも、P.CHIECO,Principi costituzionali, non discriminazione e parita?
di trattamento cit. nella nota (201), p. 478; L. ANGIELLO, La parita? di
 
trattamento nel diritto del lavoro cit.nella nota(206),p.310.など判決を好意的
に評価する立場もある。
(275) イタリアにおける協約自治の議論の進展については、大内・前掲注（８）104
頁以下。憲法39条と協約理論との関係については、M.BIAGI (continuato da M.
TIRABOSCHI), Istituzioni di diritto del lavoro,4a ed.,2007,Giuffre?,Milano,
2007,p.555.を参照。
イタリア労働法における賃金の均等待遇原則の展開（４・完）（大木) 33
ち、協約に対する合理性審査は、法律論としては憲法39条に示された組合
の自由を侵害
(276)
することになり、また、実務面でも産業別全国協約と企業協
約が集団的労働条件の形成や変更においてもつ影響力が大きく減殺される
おそれが生じる。
このように、多くの学説は、賃金均等待遇原則を（私的自治よりも優位
にたつ）強行的な法原則と捉えることは協約自治の理念に抵触するので許
されないと考えた。この立場の論者は、そもそも明確な法律上の根拠なし
に裁判官が協約の内容を審査すること自体に抵抗を感じていたのに加え
て、一旦労使で合意した待遇で生じた格差が合理性という曖昧な基準で再
度検証されることも協約自治の縮減を招くと捉えていた。協約自治の縮減
に対する上記の懸念は、ほとんどの学説が共有するもので
(27)
ある。そして、
協約自治の重要性に論理の力点をおく1993年破毀院連合部判決は、このよ
うな学説の批判と同じ懸念を出発点としていると評価できよう。
この考えは、一方で、賃金均等待遇原則を強行的な法原則と捉えること
への拒否という段階を超えて、あらゆる救済を否定する立場へと繫
(278)
がる。
しかし、協約自治と抵触する以上、賃金均等待遇原則を強行的な法規範と
(276) このような見解をとるある論者は、労働協約で定められた条件についても、強
行的な性質をもつ均等待遇原則は適用されるという見解に異議をとなえて以下のよ
うな主張をする。確かに労働協約の規定は強行的な効力をもつ法律の規定よりは下
位にある法源である。けれどもここで主張されているのは、労使に利益の対立を規
制する可能性が留保されていながらも、均等待遇原則という一般的抽象的な原則に
対して労働協約の規定が劣後するということである。もしこのことを認めるのであ
れば、それは団結権および組合の労働協約締結権を定めた憲法39条と相反すること
になる。労働条件の格差が議論の余地を残す問題であることは認めるがその格差正
当性を審査および決定できるのは労使だけである、と述べる R. SCOGNAMIG-
LIO, Il cosiddetto principio di parita? di trattamento tra i lavoratori al vaglio
 
delle Sezioni Unite della Corte di Cassazione, in Mass. giur. lav.,1993,p.582.な
ど。この点については、大内・前掲注（８）137頁以下も参照。
(27) 学説の分布状況については、R.SANTUCCI,Parita?di trattamento cit.nella
 
nota(126),p.5ss.;M.TREMOLADA,Parita?di trattamento e autonomia privata
 
fra lavoratori,CEDAM,Padova,2000.
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して認めることができないとしても、協約自治に反しない限りなら均等待
遇を認める立場も十分にありえよう。この発想に基づき、学説には協約自
治に反しない限りでは一定の場合に同一の労働をおこなう労働者に対して
救済を与えてもよいとする考え方もあらわれた。この立場は、均等待遇が
問題となる場面を、集団的労使関係と個別的労使
(279)
関係に分けて考え、前者
の場合においては、協約自治が尊重されるので、裁判官による合理性審査
は許されないが、後者の場合では合理性審査が可能であるとする。
集団的労使関係と個別的労使関係とを区別し、後者は前者よりも裁判官
による合理性審査の余地が多いとする考え方は、1989年憲法裁判決以前に
(278) 救済否定説に立つ論者の多くは、賃金均等待遇原則を強行原則と捉えることは
不可能であるとの結論を導くにあたって、協約自治の重要性を強調するに重点をお
いた議論を展開している。たとえば、ある論者は労働協約の条項の合理性を審査す
るという考え方は認めることができないとして、その理由を以下のように述べる。
合理性審査は、客観的にその合理性を評価する第三者の権限の下に労使自治を従属
させることにつながる。その第三者とは要するに裁判官のことであるが、イタリア
の現行の憲法体制は裁判官に対して、労使に代わって労働者の経済的待遇を定める
権限を付与していない。そのうえ、労働協約締結時の環境や締結の方式からは、実
際には格差がどうして生まれたのかを説明できない。労働条件は、様々な状況を背
景とした労使交渉の躍動的な関係から生み出されるものであり、団体交渉の到達点
なのである。このような考え方を前提とした場合には、①企業の活動の要請および
目的と合致した格差でない場合にはその格差は均等待遇原則違反となるという見解
と、②合理性のない格差は労働者の尊厳を侵害するという見解は労働協約の特性と
矛盾を引き起こす。前者について言うと、団体交渉においては労使に大幅な裁量が
認められているので何が企業活動の要請および目的かという判断基準がはっきりし
ないことになる。また、後者については、労働協約はそもそも労働者の尊厳の保護
を目的としており、協約の規定が強行的（不可変的）効力をもつ法律の規定に反し
ない限りは、その規定が労働者の法的保護に値する利益を侵害することはありえな
い(R.SCOGNAMIGLIO,Il cosiddetto principio di parita?di trattamento cit.nella
 
nota (276), p. 589-90.)。この議論の中では、労働協約がそもそも労働者の尊厳の
保護を目的としていると述べている点も注目される。そこには、労働関係において
労働者を保護する役割を担うツールとして、裁判官による規制よりも労働協約を優
位におく思想が見てとれる。
(279) ここでいう個別的労使関係とは、労働者と使用者との間の個別の合意および使
用者による一方的決定の両方の場面を想定している。
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もみられなかったわけでは
(280)
ないが、より明確に意識されるようになったの
は同判決以後のことである。個別的労使関係についてのみ裁判官の合理性
審査を許容する実質的な根拠としては、個別合意や使用者の一方的な決定
においては使用者の恣意を一般的に制限する方策がなく、労働者にとって
不利な状況がつくられやすいことにあるのだろう。これは、後に論じる信
義則（一般条項）を通じた使用者の権限の制限とも繫がる考え方である
が、必ずしもそれと完全に結びつくわけではない。実際に、学説の中に
は、特に一般条項等の法的根拠を持ち出すことなく、労使の経済的格差や
人的従属性という労使関係の特質のみに依拠して、個別関係の場面におい
て同一の職務をおこなう労働者間で待遇の格差が生じた場合、使用者には
格差の合理性を立証する責任があり、立証に失敗すれば不利な待遇をうけ
ていた労働者には損害賠償請求権が発生すると主張するものも
(281)
ある。
なお、救済否定説は、個別的労使関係の場面に関しても、以下のような
理由を挙げて救済を否定する。その第一は、確かに個別合意や使用者の一
方的決定の場面では使用者の恣意によって企業内に動揺が生じる危険性は
あるが、これらの可能性は一定度割り引いて考えるべきであるというもの
である。なぜなら、このような行為は通常企業内に不和を引き起こすた
め、使用者側にとってはこのような異別待遇を避けることが合理的行為に
(280) たとえば、労務結合説をとる L. ANGIELLO, La parita? di trattamento cit.
nella nota (179).この点については注（184）を参照。
(281) G.PERA,Sulla parita? di trattamento cit. nella nota (201), pp.396ss.;ID,
Diritto del lavoro,CEDAM,Padova,6a ed.,2003,pp.492-494.
この立場によれば、労働協約は労働市場を背景とした多様な利益の妥協の結果で
あり、労働者はその時点においての契約の論理に基づいた法的地位に置かれる。ゆ
えに、労働協約においては「正しい賃金」が設定されるのではなく、市場の論理を
背景とした交渉時点での労使の「妥協点」が設定されるのであり、裁判官がこれを
無効とするのは許されない。けれども、個別契約の場合となると事情は変わる。そ
こでは、使用者は労働者に対してその労働の量と質に対応した賃金を支払っている
ことを立証する責務が課される。そして、使用者がその正当事由を立証することが
できなかった場合には、不当な賃金格差として、例外的に均等待遇原則による司法
を通じた契約内容の規制が可能となるとされる。
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つながるからで
(282)
あると述べる。また、第二の理由は、（労働協約の規制がな
いような）小企業であっても契約のダイナミクスは存在するのであるから
裁判官はそれを損なう権限をもたないというもので
(283)
ある。
（二）共同体説および労務結合説に対する評価
1989年憲法裁判決以降も、共同体説や労務結合説のように企業の共同体
性から賃金均等待遇原則を根拠付ける見解に与する論者は存在した。たと
えば、「企業内で給付された労働においては、個々の労働関係は関連のな
い『原子』ではなく、総合的なシステムの一部である。つまり、相関的で
あって、個々の契約は孤立した労務給付を対象とはしていない、階層と秩
序を持った総合的で複雑なシステムの領域内での労務給付を対象としてい
る」と述べ、このような共同体的労使関係を前提として賃金格差の救済を
肯定する見解がそれに当
(284)
たる。
この学説が、賃金均等待遇原則の前提として労使関係の共同体性を持ち
出すのは、同原則が労働者間の比較をともなう概念だからである。均等待
遇原則の適用にあたっては、ある労働者がおかれた状況と、比較の対象と
なる同一の労働に従事する労働者がおかれた状況を比較し、両者に生じた
待遇格差の合理性を検討しなければならない。労働者間の待遇を比較し、
格差の合理性を審査することは、契約の当事者である労働者からみれば第
(282) 以上につき R. SCOGNAMIGLIO, Intervento in AA.VV., Parita? di
 
trattamento e rapporto di lavoro subordinato,Assicredito,Roma,1995,p.31.
(283) M. GENGHINI, Intervento, AA.VV., Parita? di trattamento e rapporto di
 
lavoro subordinato,Assicredito,Roma,1995,pp.35-40.
(284) A.CERRI,L’uguaglianza giuridica nei raporti interprivati : spunti e rifles-
sioni a partire dalla giurisprudenza in materia di lavoro in Foro it.,1992,I,1526,
spec. 1538.憲法36条を「同一の生産分野において給付された労務を関連づける相
互依存の結びつき」を示したものと解し、同条を均等待遇原則が存在することの根
拠とする R.GRECO,Il principio di uguaglianza nel rapporto di lavoro:parita?di
 
trattamento e divieto di discriminazioni dopo la svolta della Corte costituzionale
 
in Foro it.,1990,I,2881spec.2886.も同様の見解に立つといってよいだろう。
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三者である同一企業に属する他の労働者と使用者とで定められた労働条件
が自らの労働契約の内容に影響をあたえることを意味する。債権の相対性
という債権法の原則からすれば、このような他者との比較を通じて債権者
と債務者の関係が変化することは通常考えられない。そこで、このような
手法を用いるために特別な説明が必要となってくる。その説明に用いられ
るのが労使関係の共同体性であり、労働者が企業という一つの共同体に所
属することが労働契約の特質であることがここでは強調されることになる
のである。
しかし、労使関係の共同体性（あるいはその変奏形でもある労務結合説）
を持ち出すことには批判が強い。労使関係を共同体とする考え方は、イタ
リアに根付いている概念とはいえず、また、労務結合説のように同一企業
内の労働者の給付する労務は相互に関連しているとみたとしても、同一企
業内で労働者がおこなう労務にそもそも関連性がなければ均等待遇原則を
主張、そして、たとえ比較が可能であったとしても、労働者に対する誠実
や公平という曖昧な義務を使用者に課すにとどまり明確性を欠くといわれ
て
(285)
いる。
そもそも、労使関係の共同体性という概念は、ファシズム時代の協調的
な労使観を想起させるものであり、そのような労使観は、すでに理論的に
乗り越えられたとみられて
(286)
いた。共同体性を安易に持ち出すことは、ファ
(285) R. SCOGNAMIGLIO, Il cosiddetto principio di parita? di trattamento cit.
nella nota (276),pp.587-588.
(286) この点については、様々な議論が展開されている。たとえば、G. ROBERTI,
Il rapporto di lavoro e struttura associativa, in Dir. Lav.,1946, I, p.186ss.;S.
PUGLIAITI,Proprieta?e lavoro nell’impresa,in Riv.Giur. Lav.,1954,p.150;C.
GRASSET,Atti del convegno sulla tutela della liberta? nei rapporti di lavoro,
Milano, 1954, p. 81;M..F. RABAGLIEIT, Natura giuridica del contratto di
 
lavoro, in Riv. Giur. Lav.,1955, I, p.253ss. e in Contratto con comunione di
 
scopo.Il contratto di lavoro come contratto plurilaterale?,in Dir.Lav.,1961,I,p.
149ss.;G.NOVARA,l recesso volontario dal rapporto di lavoro,Milano,1961,
p.55ss..また、現行の憲法上も、私人の経済活動の自由を保障することで自由主義
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シズム時代の理論へと後退するものとみられるため、学説の抵抗が強いの
であろう。
また、労働者間の比較をおこなうためには、労働者と使用者の関係の集
団性をいえば足りるのであり、労使関係が共同体であることまでをいう必
要はないとの考えを示すものも
(287)
ある。この見解によれば、まず、使用者が
もつ権限のなかには、単なる個別的な労使関係における権限を超えた、企
業内にいる労働者の総体に対して影響力をもつ、統一的な性格をもった集
団的権限が存在するとされる。そして、企業に所属する全ての労働者は、
企業の長としての企業家に対して階層的に従属することを定めた民法典
(28)
2086条はそのような関係が存在することを前提としているとさ
(289)
れる。
その具体例としては、懲戒処分や、企業が経営危機のときに所得保障金
庫（CIG：Cassa Integrazione Guadagne）を利用するための前提としておこ
なわれる労働関係の停止や集団的解雇における対象となる労働者の選定が
挙げられている。この見解によれば、懲戒処分は、第一次的には企業の秩
序を回復するための措置であり、懲戒行為自体は直接的には労働者個人に
なされるとしても、その行為の中には労働者の総体が想定されていると
(290)
する。なぜならそれは企業全体の秩序に関わるものだからである。また、
経済を承認している憲法41条（条文については注（160）を参照）が存在すること
から、（ファシズム期の）協調的な労使間に基づく労使関係の共同体性は主張でき
ないとするものとして、M.PERSIANI,Diritto del lavoro e razionalita?, in Arg.
dir. lav.,1995,p.24.
(287) M.TREMOLADA,op. cit.nella nota (277),p.63ss.
(28) 同条の文言については注（191）を参照。同条は、企業に所属する全ての労働
者と使用者との関係を示しており、それが使用者対労働者の総体という集団的関係
を想定しているとの議論である。
(289) このような使用者対企業内の労働者の総体という集団的な関係の存在について
は、S. LIEBMAN, Individuale e collettivo nel contratto di lavoro, Giuffre?,
Milano,1993, p. 163 ss.民法典2086条からそれを根拠付けることについては、M.
TREMOLADA,op. cit. nella nota (277), p.49ss.なお、反対の立場として、A.
TOPO,I poteri dell’imprenditore nelle riduzioni di personale,CEDAM,Padova,
1996,p.46ss.など。
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所得保障金庫を利用するための労働関係の停止や集団的解雇においては、
対象となる労働者の選定のための手続きにおいて労働組合が関与すること
が定められているし、また、対象となる労働者の選定基準や具体的な選択
の場面においても集団の関与が見受けられると
(291)
する。ここでも使用者対労
働者集団という図式が成り立っていると認識される。
このようにして、労働者と使用者の関係の集団性は、使用者の権限行使
の目的となる事項が不可分性をもっており、それが労働者の総体との間で
問題になっている場合に認められることに言及し、そのような場合の一部
については使用者のおこなった行為の評価にあたって同一の企業の所属す
る労働者間を比較することが可能であるとの結論を導いて
(292)
いる。
（三）人格権（尊厳）説に対する評価
人格権（尊厳）説が、労働者間の不合理な賃金格差を違法とするのは、
(290) M.TREMOLADA,op. cit.nella nota(277),p.37ss.懲戒権については、大
内・前掲注（13）114頁以下。
(291) M.TREMOLADA,op.cit.nella nota(277),p.40ss.所得保障金庫および労働
関係の停止については、大内前掲注（13）53頁以下および172頁以下。また、集団
的解雇の手続きについては、企業の経営危機時に、集団的解雇を回避するために、
ある企業の労働者を同一産業の別の企業に移動させる労働移動と呼ばれる制度の手
続き規定が準用される。この点については、大内前掲注（13）57頁以下および185
頁。
(292) M.TREMOLADA,op.cit.nella nota(277),p.44ss.ここでは、かなり詳細な
議論が展開されており、本文のような意味での労使関係の集団性がみられる関係を
さらに３つに分類している。それは、①そもそも対象となる事項が客観的にみて総
体としてしか把握できず、個別的な関係が観念できないもの（AV機器の設置にお
ける労働者の人格権の尊重や安全保護に関する諸規制）、②利益に不可分性がある
もの（労働協約における格付けや労働協約がない場合の使用者による労働時間の決
定）など企業内で集合的な処理が必要とされるもの）、③不可分性が対象の客観的
性質から生じておらず、本来個別に処理される事項が企業内で統一的に扱われると
いう使用者の行為によって不可分性が認められるもの（労使慣行など）に分類され
ている。このうち、②と③については、使用者の行為の法的評価にあたって労働者
間の比較をおこなうことができるとする。
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そのような行為が、不利益を被った労働者と使用者の個別的関係において
当該労働者の法的の保護される尊厳を侵害するからだと説明される。尊厳
の侵害の判断においては労働者間の待遇が比較されることになるため、こ
こでも労働者間の比較を導入するための障壁として債権の相対性が問題と
なってくる。この点について、人格権（尊厳）説からは、法的に保護され
る利益である尊厳は、社会関係における自己の意識に関わる
(293)
概念であり、
したがって、尊厳の侵害を判断するにあたって、一定の社会の存在とその
社会内の存在としての個人を前提としている以上その社会の構成員である
他人との比較することは可能であるとさ
(294)
れる。
人格権（尊厳）説に対しては、その法的根拠について以下のような批判
がある。まず、同説が根拠としている憲法３条１項は全ての市民が等しい
社会的尊厳を有し、法律の前で平等であることを定めるが、同項はプログ
ラム規定にすぎず、立法なしに裁判上援用可能な法規範性を導くことはで
きない。また、同条２項は共和国に市民の自由と平等の実現を妨げる障害
を除去する責務を共和国に課すが、同項においては、「尊厳」は同条で保
障される価値として明文で言及されてはいない。
次に、憲法36条１項において、労働者に対する報酬は「自由で尊厳のあ
る生活」を保障するものでなくてはならないことが規定されているが、そ
こでは他の労働者との比較は考慮されていない。また、「尊厳」を理由と
した経済活動の自由への制約を定める憲法41条２項は企業家の経済活動一
般を対象とする規定であり労使自治の行使を対象とするわけではなく、同
項で保護されるのは「尊厳」を含む市民の一般的利益であって、特に労働
者の利益が保護されるわけではない。そして、労働者憲章法でも「尊厳」
という語は、所持品検査（visite personali）に関する６条２項にしか見受
けられない。結局のところ、労働者の尊厳に関して、イタリアの現行の法
(293) 一定の社会関係において法的に保護されるべき自己の立場が尊厳であるから、
と説明される。
(294) M.TREMOLADA,op. cit.nella nota (277),p.76.
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体制は均等待遇原則を認めるのに十分な規定を有していないし、そもそも
労働者の尊厳は経済的待遇とは異なる場面で用いられる概念で
(295)
ある。
ここでは、労働者の尊厳の保護は、憲法が直接保護するものではない
(296)
こと、また、「労働者の尊厳」は不合理な異別待遇によって侵害されるよ
うな性質の概念ではない
(297)
ことが示されている。
このような批判に対しては、労働者の尊厳の保護は、使用者に労働者の
「精神的人格（personalita?morale）」を保護する義務を課した民法典2087条
から導くことが可能であり実定法上の根拠があ
(298)
ると反論されている。ま
た、不合理な異別待遇が尊厳の侵害にならないと考えるのは尊厳という概
念を道徳的な範囲に限定する考えであり適切ではないこと、実際のところ
経済的な利益と人格権は不可分の関係であり、それは労働者に対して「尊
厳ある生活」をするのに十分な賃金を保障した憲法36条にもあらわれてい
るとも反論されて
(29)
いる。
また、均等待遇の問題と差別禁止の問題を区別する
(30)
立場からは、人格権
(295) R. SCOGNAMIGLIO, Il cosiddetto principio di parita? di trattamento cit.
nella nota (276),p.589.
(296) ?人間の尊厳」を保護する憲法41条についても、同条は立法によって実現され
るべきプログラム規定であるとされており、現在のイタリアの立法においては立法
上労働者の尊厳を保護する規定はないとも主張されている。C.ZOLI,Tutela delle
 
posizioni “strumentali”del lavoratore,Giuffre?,Milano,1998,p.203.
(297) このほか、M. PERSIANI,Considerazioni sul controllo di buona fede dei
 
poteri del datore di lavoro, in Dir. Lav.,I 1995,p.144,n.50.も参照。
(298) この点に関する人格権（尊厳）説の議論は、第３章第１節二（２）を参照。ま
た、民法典2087条の文言については、注（164）を参照。
(29) この点については、L. MENGONI, Diritto civile, in L. MENGONI, A.
PROTO PISANI,A.ORSI BATTAGLINI,L’influenza del diritto del lavoro su
 
diritto civile,diritto processuale civile,diritto amministrativo in Gior.dir.lav.rel
 
ind.,1990, p.6;L. ZOPPOLI,La corrispettivita? nel contratto di lavoro, ESI,
Napoli,1991,p.279.
(30) この立場によれば、均等待遇（parita?）と差別禁止（divieto di  discrimin-
azione）は保護される利益が異なるとされる。前者においては、他の者と平等に
取り扱われることが保護利益であるが、後者では、ある社会的な属性（性や信条な
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（尊厳）の侵害の有無は、必ずしも他者との比較によって判断されるもの
ではないので、人格権（尊厳）は、差別禁止の問題であり、均等待遇の問
題ではないと指摘されて
(301)
いる。したがって、人格権（尊厳）の侵害を理由
とする同一待遇の法的強制をおこなうためにはそれが違法な差別であるこ
とが要求され、そのため、人格権（尊厳）が侵害されたというためには、
異別待遇が職務に関連する事由に基づいていない不合理なものであること
を立証するだけでは不十分で
(302)
あり、それが保護されるべき社会的な属性、
すなわち、社会的な領域における労働者の人格の発露となっているような
事由と結びつく必要があるとさ
(303)
れる。
（四）憲法36条説に対する評価
憲法36条説については、それが労働者に対して最低限の報酬を保障する
ものであるから労働者間の比較をともなう規定ではないとの従来どおりの
批判が繰り返されて
(304)
いるだけでそれ以上の大きな議論の進展はない。
ど）に基づいて異なった扱いをされないことが保護利益となる。したがって、均等
待遇は、その適用の前提として他者との比較が要求される集団的性格をもち、また
待遇格差の合理性が問題となるが、差別禁止においては、常に他者との比較を必要
とするわけではなく、ただ社会的な属性に基づいて不利益をうければ禁止違反とな
り、また、ある属性に基づく不利益な状況から保護するべきか否かが問題となる。
この点については、M. TREMOLADA, op. cit. nella nota (277), p. 19 ss;F.
SANTONI,Parita? di trattamento deil lavoratori nelle imprese private, in Ques-
tioni attuali del diritto del lavoro,Assicredito,Roma,1989,p.72;S.LIEBMAN,
Individuale e collettivo cit.nella nota (287),p.70.
(301) M.TREMOLADA,op.cit.nella nota (277),p.79ss.
(302) これに反対の立場として、P.CHIECO,Principi costituzionali,non discrimin-
azione e partita? di trattamento cit.nella nota (201),p.476.
(303) M.TREMOLADA,op. cit.nella nota (277),p.80.なお、職務以外の理由に
基づく異別待遇の可能性については、P. ICHINO, Il lavoro subordinato : defin-
izione e inquadramento. Art.2094-2095, in P.SCHLESINGER (diretto da), Il
 
Codice Civile. Commentario,Giuffre?,Milano,1992,p.286.
(304) たとえば、R. SCOGNAMIGLIO, Il  cosiddetto principio di  parita? di
 
trattamento cit. nella nota (276), p.589;M. PERSIANI,Diritto del lavoro e
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1989年憲法裁判決以降の論稿では、協約自治への配慮も織り込んだ議論
も展開されるようになった。この時期に憲法36条説をとる代表的論者は、
上述の集団的労使関係と個別的労使関係の区別から、集団的労使関係への
憲法36条の援用を回避しつつ以下のような主張を展開
(305)
する。
まず、一般原則としての均等待遇原則はイタリアにおいては認められな
い。その理由は次のとおりである。経済活動および契約の自由は憲法41条
に根拠を有する根源的な自由であり、その自由と（労働者の）社会的権利
との調整は、法律あるいは労働協約のみによって可能なのであり、裁判官
がそれを行なうことは許されない。また、信義則を定めた民法典1175条お
よび1375条を媒介して憲法3条を間接適用することはできない。なぜなら、
信義則は契約上定められた義務の履行時を対象とする原則であり契約内容
の決定時には問題とはならないからである。さらに、裁判官は当事者たる
労働者および使用者以上に契約締結の背景事情について知識を持っている
とは思えないし、もし司法による介入を認めた場合には労働協約によって
決定された労働条件が不安定な状態に置かれてし
(306)
まう。
けれども、賃金条件に関してのみであれば労使自治の行使を阻害しない
範囲で均等待遇原則を認めることができる。根拠は憲法36条と国際人権
A規約および ILO117号条約である。そのなかでも特に重視されるのは憲
法36条であり、賃金に関する均等待遇原則は同条の内容を構成する。その
場合、労使自治との調整が問題となるが、労使自治を阻害しない範囲は労
働組織の分析を参考にして決定される。
まず、その適用領域は主として企業内に限定され、必要な場合にのみ、
最小限の範囲で外部労働市場まで拡大される。したがって、原則として同
一企業内の労働者間での比較がおこなわれる。また、均等待遇原則による
規制の方式と、その範囲については以下のように述べる。ここでは、同一
razionalita?,in Arg. dir. lav.,1995,p.20.
(305) R.SANTUCCI,Parita? di trattamento cit.nella nota (126),p.203ss.
(306) R.SANTUCCI,Parita? di trattamento cit.nella nota (126),pp.203-204.
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(307)
労働に対して、労働協約によって格差が定められた場合と個別契約によっ
て定められた場合を分けて考える。
労働協約で定められた賃金および格付けに関しては、たとえ比較対象の
労働者との間に格差があっても均等待遇原則による規制は及ばない。ただ
し、差別禁止規定に違反した場合、条件を決定するにあたって同一価値の
労働に対して不当な基準を採用した場合、そして企業経営上の観点から容
認できない判断をした
(308)
場合には均等待遇原則による規制が可能である。
そして、個別的労使関係において、契約で定められたものについては、
賃金に関して均等待遇原則による規制がおよぶ。労働の価値の評価に関し
ては、現在の複雑化した労働環境の中では単一の理論的枠組みを定立する
ことは難しく、裁判官による審査にはなじまない。けれども、裁判官は労
働条件格差とその基準の因果関係については規制できる。すなわち、裁判
官は、賃金格差が経営上の合理的判断であったか否かを審査することがで
きる。このとき、使用者は格差が正当な事由に基づくことを証明する義務
を負い、これについて、裁判官は使用者の立証した事由が格差と因果関係
があるかどうかのみを審査できる。
具体的な均等待遇原則による規制にあたっては、信義誠実の原則を定め
た民法典1175条および1375条が適用される。その場合、裁判官は労働者に
不利益を課す条項を無効にしたうえで、同条にしたがって有利な方の条件
を、不利益をうけた労働者に付与することがでで
(309)
きる。
(307) 同一労働であるかどうかの評価については、労務・地位・能力あるいはそれら
の組み合わせを基準にして判断するべきだとされている。R. SANTUCCI, Parita?
di trattamento cit.nella nota (126),p.206.
(308) 企業には経済活動の自由があるため、原則として裁判官は経営上の判断には介
入できない。その点については労働協約の規定が実質的には経営上の判断とはいえ
ないものであったり、企業の経営方針とある判断との間に一貫性がなく、かつ労使
の決定に配慮と透明性がない場合には司法による介入も可能であるとする。R.
SANTUCCI,Parita? di trattamento cit.nella nota (126),p.206.
(309) 憲法36条を強行規定としてみても、労働者に不利益を課す契約の内容を無効に
することはできるが、無効となった部分に、労働者が不利益をうけていない場合の
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（五）信義則援用の可否
1989年憲法裁判決以降の裁判例、特に1993年破毀院連合部判決以降の裁
判例の議論に顕著にみられる特徴として、信義則を用いた議論が判決の中
で展開されている点が挙げられる。信義則を用いるというこの傾向は、一
部の学説の議論および判例が確立した使用者の指揮命令権を制限する法理
を発展させたものであることはすでに指摘
(310)
した。すなわち1970年代以降、
特に1980年代に、判例は、一部の学説の影響のもと、いくつかのケースに
おいて、使用者の指揮命令権に基づく一方的決定に対して信義則上の制限
を課す法理を確立してきた。この判例法理を敷衍すれば、信義則を理由に
あらゆる使用者の一方的決定には合理性が存在することが求められ、合理
性をもたない決定は違法と評価されることになる。
学説の中には、このような流れをうけて個別的労使関係における個別契
約および使用者による一方的決定によって労働条件がさだめられている場
合であれば信義則によって救済を認めることは可能だと主張するものがあ
る。もっとも、この立場をとる学説の中でも信義則の用い方において立場
の違いがみられる。
まず、信義則から労働者の人格権（尊厳）を保護する義務が生じるとす
る立場からは以下のように説明される。信義則から、使用者には、契約の
相手方である労働者の財産を保護する義務が生じる。ここで保護される財
産は、労働関係から直接発生するわけではないが、労働関係の遂行におい
て害されることがありうる利益を意味し、その中には異別待遇によって侵
害される尊厳も含ま
(31)
れる。これは信義則を用いつつも、最終的には尊厳の
労働条件を認めることはできない。そこで、民法典の一般条項を用いることにより
そのような効果を導き出している。それが可能な実質的な理由としては、均等待遇
原則を労使自治に対する外部的な規律であると解すれば、労使自治よりも優位する
ことが導き出せると説明されている。R. SANTUCCI,Parita? di trattamento cit.
nella nota (126),p.208.
(310) 第２章第３節および第３章第３節一を参照。
(31) P.TULLINI,Clausole generali e rapporto di lavoro,Maggioli,Rimini,1990,
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保護に均等待遇の根拠を帰着させる立場といえよう。
これとは別に、信義則から直接均等待遇原則を導き出す立場もある。こ
れは、差別禁止と均等待遇を峻別する考えを前提として、人格権（尊厳）
の保護は差別禁止に属する規制であるとの
(312)
立場から生まれてきたものであ
る。実際に、この立場をとるならば、労働者の社会的な属性を問題するこ
となしに恣意的な異別待遇を違法とすることができる。
この説によれば、使用者は、信義則上、法律や労働協約が使用者に対し
て付与した権限を濫用してはならない義務を負う。使用者は、この権限を
合理性（razionalita?）、客観性（oggettivita?）、公平性（imparzialita?）をも
って行使しなければならず、これに違反した場合には違法な権限の行使と
評価さ
(313)
れる。また、論者によっては使用者側に、自らの権限の行使が正当
であることを立証しなければならないとの義務を課すものも
(314)
ある。
人格権（尊厳）や信義則を均等待遇原則の根拠とするわけではないが、
信義則を通じた規制で、一定の場合に、同一の労働を行なう労働者間に生
じた待遇の格差の救済を認める別の立場もある。この立場をとる論者は、
1993年破毀院連合部判決は個別的労使関係の場面では説得力があまりない
こと、使用者が行使する個別関係における私的自治の制限根拠は憲法41条
ではないことを指摘しつつ以下のように述べる。
合理性審査をおこなう手段は、信義則に関する一般条項である民法典
p.51.このほか DI MAJO,Delle obbligazioni in generale,in GALGANO(a cura
 
di),Commentario del Codice Civile nScialoja-Branca,libro IV,art.1173-1176,
Zanichelli,Bologna-Roma,1988,p.123.も参照。
(312) この点については、前掲注・（293）を参照。
(313) C. ZOLI, Subordinazione e poteri dell’imprenditore tra organizzazione,
contratto e contropotere,in Lav.dir.,1997,p.248;C.ZOLI,Tutela delle posizioni
“strumentali” cit. nella nota (295), p. 207; R. DEL PUNTA, Parita? di
 
trattamento e rapporto di lavoro cit.nella nota (237),p.2374.
(314) C.ZOLI,Tutela delle posizioni strumentali cit.nella nota(295),p.306ss;R.
DEL PUNTA,Parita?di trattamento e rapporto di lavoro cit.nella nota(237),p.
2374. なお、このような立証責任の転換を論じた文献として、P. TULLINI, Cor-
rettezza contrattuale e obbligo di motivazion,in Riv. it. dir. lav.,1988,II,p.956.
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1366条および1375条である。破毀院が労使を共同体的にとらえることを否
定していることは、企業内で同一の職務をおこなう労働者の比較を要求す
るという意味で労働の集団性に着目することをも否定することにはつなが
らない。これらは、合理性（ragionevolezza）による規制が要求すること
である。ここでおこなわれる審査は、目的の審査である。すなわち企業の
追求する利益と目的が合致しているかの審査であり、企業の追及する利益
そのものの審査ではない。このように解すれば、裁判官が審査する権限は
首肯しうる。立証責任については、法体系の中では使用者に立証責任を負
わせる解雇制限立法が例外的であることを考えるとそれは労働者が負うべ
きで
(315)
ある。
以上が信義則を用いた救済を志向する各学説の概要であるが、もっと
も、これらの学説の発想の元となった裁判例では、採用あるいは昇進にあ
たって使用者が行なった選考の適法性について争われた事案、および労働
関係の停止または集団的解雇（整理解雇）の対象となる労働者の選択の適
法性について争われた事案において信義則を通じた使用者の非合理的な権
限行使の排除が述べられて
(316)
いるだけであるから、それらの判例があらゆる
使用者の一方的決定に対して適用されるような一般的な射程をもつかどう
かには疑問の余地が残る。したがって、上記の判例の存在はただちに個別
的労使関係において同一労働をおこなう労働者間の不合理な賃金格差を排
除する規範の存在には結びつかないと考えることも十分可能であろう。
その点については、少なくとも過去の判例で問題とされた事例と類似の
事例については、判例法理を類推適用することが可能であると主張されて
いる。その議論によれば、使用者の権限の行使が、ある有利または不利な
措置の対象となる労働者の選択に関わるもので、労働者間に利益の対立が
(315) L.MENGONI,Intervento cit.,p.34.
(316) Cass.10agosto1987,n.6864,in Foro it.,1987,I,2987;Cass.15gennaio1990,
n.122;Cass.6febbraio 1988, n.1299, in Or. giur. lav.,1989, p.253;Cass.19
novembre,n.6440,in Dir. prat. lav.,1989.
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あるような場合については判例法理が類推されると
(317)
する。また、そこから
すすんで、この法理を同じ懲戒事由該当行為をおこなった複数の労働者の
うち、一部の労働者のみを懲戒処分することは使用者のもつ懲戒権の濫用
に当たるという議論にも適用範囲を広げることが主張される。たしかに、
判例法理の類推の範囲をさらに拡大していくならば使用者の権限行使の場
面だけでなく、同一の条件にある労働者のうちの一部への個別的あるいは
集団的合意による異別待遇からの労働者の保護にも用いることができると
の議論に繫がるであろう。
人格権（尊厳）と結びつける議論であれ、信義則そのものを根拠にする
議論であれ、あるいは信義則を手段としてのみ用いる議論であれ、信義則
を用いる立場に対しては批判がされている。一つは、これらの議論のいず
れもが法体系上の信義則の位置づけと整合しないというものである。民法
理論の通説によれば、信義則などの一般条項は、契約または法律によって
生じた法的権利義務に付随する義務を明確にする機能、あるいは中心的な
権利義務を補完する機能、あるいはその法的権利義務の行使の適切さの判
断指標となる機能をもつにとどまる。したがって、あらかじめ存在してい
るわけではない法的権利義務に基づく義務を生じさせることはできないと
される。採用時・昇進時の選考や労働関係の停止または整理解雇時の対象
労働者の選択において使用者の決定に合理性を要求することは、契約また
は法律上負った公平義務の適切な履行を担保するためだからこそ可能なの
であり、契約または法律から導くことのできない労働者間の公平な比較と
いう義務のために信義則を持ち出すことは恣意的な適用であると述べられ
て
(318)
いる。
(317) たとえば、労働者が職務や勤務場所の変更範囲が同一である複数の労働者間に
おいて、その一部を職務変更あるいは転勤の対象者として使用者が選択する場合が
これにあたる。
(318) R.DE LUCA TAMAJO,Un rigurgito egualitario della Corte di Cassazione,
p.90;R.SCOGNAMIGLIO,Il cosiddetto principio di parita?di trattamento cit.
nella nota(276),p.585.より一般的な議論として、U.NATOLI,L’attuazione del
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第４節 小括
以上を踏まえて、ここで、賃金均等待遇原則に関するイタリアのこれま
での判例および学説の議論を整理する。
1989年憲法裁判所判決以前の判例と通説はほぼ一致して賃金均等待遇原
則を否定してきた。イタリアでは当初、均等待遇原則は存在しないという
ことが当然の前提となっていたことを示すものであろう。特に労使自治と
の関係では、初期の救済肯定説の中にも労使自治の尊重を強調学説がある
ことが注目される。救済肯定説としては、共同体説、人格権（尊厳）説、
憲法36条説、労務結合説などが示されたが、通説を形成するにはいたらな
かった。通説が、均等待遇原則を否定していたのは、労使自治による労働
条件の決定を最大限に尊重しようとするからであろう。これは判例の態度
とも一致する。
この傾向を大きく揺るがす起爆剤の役割を果たしたのが1989年憲法裁判
決である。同判決の内容は曖昧であり解釈の余地を多く残しているが、解
釈次第では、同判決が以下のようなことを判示していると理解することが
可能であった。すなわち、判決は、賃金の決定の方法が労働協約、個別契
約あるいは使用者による一方的決定であっても、そのような賃金決定は一
般原則としての均等待遇原則という制限に服する。その根拠は憲法41条に
もとめられる。また、裁判官は同原則にしたがって労働協約の内容を審査
および修正できると理解できるものであった。
このような解釈をとった場合、同判決は、労使自治を尊重し、労働協約
を通じた労使関係の適正な規制を目指し、それに対する国家などの介入を
避けようとする通説の立場とは相容れない内容をもつと評価されることに
なる。そのような事態を防ぐため、学説の多くは、この判決論理を批判す
るか、あるいは上記のような解釈をせず、従来の通説および判例（救済否
定説）から抜け出していない判決とみることによって同判決の革新性を否
rapporto obbligatorio,I,Giuffre?,Milano,1974,p.2ss;R.SACCO, Il contratto,
Giappichelli,Torino,1975,p.786ss.
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定した。一方で、1989年憲法裁判決についての上記の解釈を、個別的労使
関係における使用者の恣意的な権限行使を制限するという文脈で捉えた場
合、同判決は、信義則を用いて使用者の恣意的な権限の行使を制限してき
た1970年代以降の判例の流れと符合することになる。
1989年憲法裁判決直後の破毀院判決の中には、労働協約の格付けをめぐ
る争いの中で、憲法41条を根拠として一般原則としての均等待遇原則の存
在を肯定し、そこから裁判官の私的自治への介入を認めるものがあらわれ
た。
1989年憲法裁判決以後の判例の中で重要なのは、賃金均等待遇原則の法
規範性を否定し、かつ、同一労働をおこなう労働者間での待遇格差に対す
る救済の可能性を否定した1993年破毀院連合部判決と、1996年破毀院連合
部判決である。
1993年破毀院連合部判決は労働協約の格付けに関する事案である。判決
では、1989年憲法裁判決は「均等待遇原則を認めたわけではな」く、「裁
判官の審査権限・修正権限を認めた判決だと理解することはできない」と
述べて同判決の射程を限定的に捉えつつ、集団的労使自治が尊重されるべ
きだとする点から均等待遇原則を否定している。その理由として同判決
は、私的自治や労使自治に裁判官が介入することは、市場の実態を知る立
場にない裁判官が職務の評価をすることにつながり適切ではないこと、ま
た、それが、自己決定という本来保護されるべき当事者の意思に反するこ
とや契約のダイナミズムを損なうことを指摘する。また、経済活動の自由
（契約の自由）も平等原則や尊厳などと同様に憲法上保護された権利であっ
て、どちらかが優越するものではなく、これらの調整は民主的制約のきく
立法府によって行なわれるべきことも付け加えている。
また、同判決は、均等待遇原則を差別禁止立法から根拠付けられないと
も述べる。差別禁止法は歴史的に弱い立場にあった者を対象にしているか
ら、差別禁止法の存在と均等待遇原則の承認は直接的には結びつかず、均
等待遇原則と差別禁止法の違いは「明らか」だという。歴史的経緯に根ざ
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して特定の事由に基づく差別を禁止する差別禁止立法とあらゆる者が平等
に取り扱われるべしとする均等待遇原則とでは規制の存在理由を異にして
いるとの趣旨であろう。
しかし、1993年破毀院連合部判決では、一般条項（誠実原則および信義
則）を根拠に個別契約や使用者の一方的行為のみに均等待遇原則を認める
という一部の学説の議論に対する考慮が不十分であった。そのため、同判
決以降も救済肯定例はなくならず、均等待遇原則の存在を否定しながらも
信義則などの手段によって救済を肯定し、また、個別的労使関係について
のみ救済を肯定する判決が現れることになった。
1996年破毀院連合部判決は、1993年破毀院連合部判決の立場に立脚し、
かつその後の判例の動向を踏まえて、集団的労使自治の場面についてはも
ちろん、個別的労使関係においても、信義則などの一般条項を直截に根拠
にして賃金格差を救済することや、共同体的労使関係観に立って信義則上
の使用者のつけた格差に正当事由を要求すること、あるいは寡数の少数者
を排除することを違法とする一般原則があることを否定し、そのような場
合にも私的自治が妥当することを明らかにした。そして、これら二つの判
決後は判例の立場は救済を否定する立場で定まっている。
学説では、1989年憲法裁判決以降も従来どおり救済否定説が優勢であっ
たものの、判例の議論の影響をうけて、判例の議論の問題点、あるいは賃
金均等待遇原則に関する従来の学説の理論的難点についてより精緻な議論
がすすんだ。
まず、集団的労使関係と個別的労使関係との区別が明確に意識されるよ
うになる。学説のほとんどは、前者については協約自治を尊重する観点か
ら賃金均等待遇原則による裁判官の合理性審査を否定
(319)
する。しかし、後者
については、一部の学説は、使用者の恣意を排除するという目的のもと、
使用者の行為に対して合理性審査をおこなうことを主張している。この主
(319) そして、賃金均等待遇原則を（（労働協約も含まれる）私的自治よりも優位に
たつ）強行的な法原則とみることはできないと結論付ける。
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張は、人格権（尊厳）説や憲法36条説などの既存の学説と結びつくことも
あったがそうでない場合もあった。
既存の学説との関係で活発な議論がされたのは、共同体説と人格権（尊
厳）説である。
共同体説については、同一企業内に所属する第三者である他の労働者と
の比較をおこなうための理論的基礎としての意義をみることができた。そ
もそも、企業内の他の労働者という契約当事者ではない第三者の法的地位
が当該契約に影響を及ぼすことは、債権の相対性という原則からは許され
ないことになるが、共同体説のように労使関係の共同体性を承認するなら
ば、その理論的難点を乗り越えることができる。この点については、イタ
リアではファシズムにおける協調的な労使関係への反省から労使関係を共
同体と捉えること自体に抵抗があることから、労使関係の共同体性を主張
するのは非常に困難なこと、また、労働者間の比較をおこなうためには必
ずしも共同体という概念を用いる必然性はなく、労働者と使用者の関係の
集団性をいえば足りるとする議論もみられた。
人格権（尊厳）説については、尊厳による保護を認める範囲が問題とな
っていた。一部の学説は、尊厳による保護の範囲を経済的事情にまで広げ
ることによって均等待遇原則の法的規範を認めることを主張していたが、
多くの学説はこのような立場をとらなかった。これは、経済的側面にも尊
厳による保護が及ぶとすることは、既存の裁判例や法令と整合性がとれな
いことを理由としている。また、差別禁止と均等待遇を区別する立場から
は、尊厳は一定の社会的属性に基づく不利益な行為を禁止する差別禁止に
関わる概念であり、均等待遇の場面とは必ずしも合致しないことが指摘さ
れている。なお、労働者間の比較については、人格権（尊厳）説からは、
ここで保護される尊厳は社会関係における自己の意識に関わる概念であ
り、社会の構成員である他人との比較することは可能であると説明され
る。
また、特に1993年破毀院連合部判決以降の裁判例の影響をうけて、信義
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則援用の可否についても議論がなされた。これは、使用者の指揮命令権に
対して信義則を適用して一定の制限を設けた1970年代以降の裁判例の発展
の影響をうけた学説である。これらの裁判例で問題とされていたのは、採
用あるいは昇進のための選考の合理性や労働関係の停止または集団的解雇
（整理解雇）の対象となる労働者の選択の合理性であり、ここでの判例の
議論が、はたして同一の労働に従事する労働者間での賃金格差における救
済を認めるまでに敷衍できるかが議論の焦点となっていた。
結 び
本稿では、同一労働同一賃金原則と私的自治の抵触の関係を考察するた
めに、イタリア法を対象として、労使による賃金決定とそれに対する介入
法理および雇用における差別禁止法制の発展という二つの流れを踏まえつ
つ賃金均等待遇原則をめぐる学説と判例の議論を考察した。その概要は次
のとおりである。
イタリアの賃金は、主として全国レベルで締結される産業別全国協約に
よって大部分が決定される。賃金を構成する要素のうちもっとも大きな割
合を占める基本給は職務に応じて決定されている。労働協約によって決定
される職務給が成立している場面が多いと評価できる。労働協約で基本給
が決定されていない場合には、基本給は個別契約によって決定される。も
っとも、その場合には「公正な賃金」の法理によって、産業別全国協約の
基本給相当額を原則とする賃金額の下限が設けられている。上乗せ賃金や
付加的給付については、労働協約によって基本給が定められているか否か
にかかわらず、個別契約あるいは使用者側の一方的決定によって決められ
る場合が
(320)
ある。使用者側の一方的決定が契約上義務づけられている性質の
ものであるかは、賃金の「全包括性」の原則の問題や企業慣行の問題とし
(320) もちろん、労働協約によって上乗せ賃金や付加的給付が定められる場合もあ
る。
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て処理されることになる。
賃金決定に対する介入法理としては「公正な賃金」の法理がある。これ
は、一面で判例による最低賃金の保障という側面をもつが、他面では労働
協約による賃金決定、なかんずく産業別全国協約による賃金決定という既
存のシステムを実際上支援および強化する役割を果たしている。原則とし
て、産業別全国協約で定められた賃金額を「公正な賃金」とみなしている
からである。
また、判例が当初賃金の「全包括性」の原則を認めていたのは、使用者
が一方的決定によって支給する付加的給付を契約上義務づけられた賃金と
評価するためであった。ところが、「全包括性」の原則を認めることは労
働協約による自由な賃金決定を損なうことでもあった。学説が「全包括
性」の原則に否定的だったのもこの考慮からであった。結局1980年代の半
ばに判例は「全包括性」の原則の否定へと立場を変えた。このように、イ
タリアでは産業別全国協約による集団的労使自治を中心とした賃金の決定
がおこなわれてきた。
差別禁止法制の発展をみると、イタリアでは1980年代後半に大きな動き
があった。この時期以降、差別禁止立法の実効性を高める方向で立法がな
され、またヨーロッパ全体では雇用差別禁止が、指令と EC／EUの基本
原則の両面から進展した。これらは、雇用差別禁止法制の規制強化や差別
禁止事由が増大する結果をもたらした。また、差別禁止立法の制定意図や
目的として平等法理が使用者の労務指揮権の制約している側面を強調する
見解は、後に大きな議論の的となる賃金均等待遇原則の議論へと通じるも
のであった。
イタリアでは賃金均等待遇原則を実定法上明確に認めた立法は存在して
いない。イタリアではそのような実定法上の明確上の根拠なくして賃金均
等待遇原則を認められるかが議論されていた。賃金均等待遇原則の議論
は、従来いくつかの論者がそれを認める議論を展開していたが、通説およ
び判例は一貫して同原則を否定する立場に立っておりそのような立場は疑
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われていなかった。この状況は、使用者の指揮命令権が、その権限の絶対
性を承認していた多数説の立場からも、はじめて法的に制約されたと捉え
られることになる1970年の労働者憲章法制定以後も変わらなかった。
そこに大きな転換をもたらしたのが、1989年憲法裁判決である。この判
決がきっかけとなって賃金均等待遇原則がイタリア労働法の議論の中で脚
光を浴びることになった。このような展開をみせた原因には、全国レベル
での労働協約による労働条件決定に対する不信がこの時期示されていたこ
と、1970年代以降使用者の裁量権を制限する傾向が判例および学説におい
て見られてきたこと、および差別禁止法制が大きく発展をみせていたこと
が考えられる。つまり、既存の労使による産業別全国協約による賃金決定
に対する不信、使用者の裁量権を制限する法理の進展および平等原則の進
展という側面が賃金均等待遇原則をめぐる議論をうながしたと評価できよ
う。もっとも数年にわたる議論を経て、判例（および通説）は私的自治、
特に協約自治尊重の観点から同原則を否定することとなった。これは、労
働協約の内容に対して平等原則という抽象的な概念から審査を許容すれ
ば、協約を中心としたイタリアの労働条件決定システムが不安定になるこ
とへの懸念があったと考えられる。判例の議論においては他に、均等待遇
原則と差別禁止を明確に区別していること、裁判官には労使に成り代わっ
て賃金格差の合理性を評価することへの懸念もみられた。
このように賃金均等待遇原則を否定する第一の根拠は労使自治すなわ
ち、労働協約による自由な労働条件決定の尊重にあった。判例および通説
は個別契約の場面や使用者の一方的決定の場面でも、集団的労使自治の場
面と同様に、私的自治を強調するという理由および裁判官の権限をそこま
で拡大することはできないという理由から同原則を否定する。しかし、学
説の中には集団的労使関係と個別的労使関係を区別し、個別的労使関係の
場面では救済を認める議論が有力に主張されていた。もっとも、個別的労
使関係に対する介入を認める立場も、労使自治への介入は否定しているこ
とは注目さ
(321)
れる。
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この個別的労使関係における救済の可否の議論の中では以下が注目され
る。第一は、同一の労働をおこなう労働者間での賃金格差を救済するため
の前提として、同一企業の労働者間の比較をおこなうための理論的基礎が
必要だという点である。共同体説は、このような理論的な障壁を克服する
ために主張されたとみることも可能である。一方で、救済否定説はこのよ
うな労働者間の比較のための理論的基礎がないことを主張している。ま
た、労働者間の比較をするためには必ずしも労使関係の共同体性をもちだ
す必要はなく、労働者と使用者の関係の集団性をいえばよいとする一部学
説の指摘も注目される。
第二は、差別禁止と均等待遇原則が区別されるとの主張がみられた点で
ある。特に、このような区別を主張するイタリアの学説の立場からみる
と、差別禁止は必ずしも労働者間の比較を前提としないという主張、すな
わち差別禁止違反は単に一定の社会的属性に基づいた不利益な措置があれ
ば成立するという主張は、上述の第一点の議論と合わせて考えるならば興
味深い。判例も、1993年破毀院連合部判決において、差別禁止法の存在か
らは均等待遇原則を根拠付けられないと述べており、両者が別個の概念で
あるとの立場をとっている。
第三に、信義則の援用の可否については、労働者の指揮命令権を制限す
る既存の判例との整合性が中心に議論されていた点が注目される。特に、
信義則が当事者が予定していない新たな法的権利義務を創設する効果があ
るのかが議論の分かれ目であった。
日本との比較も意識しつつ以上の点をさらに考察すると、まず、日本と
イタリアでは均等待遇が問題となっている場面がまったく異なっているこ
とに注意するべきである。日本の均等待遇に関する議論では非正社員と正
社員との間の大きな待遇格差が問題とされているのに対して、イタリアで
は正社員間の格差が問題とされておりしかも待遇格差は日本ほど大きいも
(321) また、初期の救済肯定説の中にも労使自治を意識した議論を展開するものもあ
る。
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のではない場合が多いようで
(32)
ある。これは、イタリアにおいては賃金均等
待遇原則は、協約において組合員をどこまで公平に扱うべきかという問題
（協約自治の限界の一局面）、および使用者の権限の行使をどこまで有効と
みるのかという問題（恣意的権限行使の制限）との関連で論じられてきた
からであろう。また、賃金の決定システムをみても、日本では就業規則に
よる決定あるいは使用者による一方的な賃金提示をうけ交渉の余地のほと
んどない個別合意が主流であるのに対して、イタリアでは全国レベルで締
結される産業別全国協約が主流であり、その産業別全国協約という賃金決
定システムの実効性を強化する機能も果たしている「公正な賃金」法理が
ある。同一労働同一賃金原則の私的自治に対する介入法理としての側面に
着目する本稿の視点からみた場合、このような賃金システムの相違は議論
の中で一般に想定されている私的自治が両国で異なっていることを示して
いる。
イタリアの判例および通説は、私的自治を過剰に制限することにつなが
るので賃金均等待遇原則を認めることはできないと説く。これは、日本に
おいて非典型労働者と正社員の賃金格差を違法ではないとする救済否
(323)
定説
と一見同じ立場のように見える。しかし、上記のようにイタリアの議論で
想定されている私的自治は、日本の議論で想定されている私的自治とは異
なる。実際に、イタリアでは、私的自治に対する介入といった場合、主と
して（集団的）労使自治に対する制限として賃金均等待遇原則が理解され
(32) たとえば、日本の代表的な裁判例ではほぼ同一の労務を提供しているにも関わ
らず３割程度の賃金格差が生じているのが問題となっている（丸子警報器事件長野
地裁上田支判平成８年３月15日労判690号32頁および日本郵便逓送事件大阪地判平
成14年５月22日労判830号22頁を参照）のに対して、イタリアの裁判例ではほとん
ど格差のない事例（1995年破毀院判決11515号など）が見受けられ、またそのほか
の事例でも大きな格差があるとは思えないものが多い。
(323) この立場の代表的な見解として、菅野和夫＝諏訪康雄「パートタイム労働と均
等待遇原則」北村一郎編集代表『現代ヨーロッパ法の展望』（1998年、東京大学出
版会）113頁を参照。
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ていた。そのような理解は、1993年破毀院連合部判決に最も良くあらわれ
ている。そのため、イタリアと日本の救済否定説は同じように私的自治を
強調するものの、その意味する内容において異なると評価できる。
一方、救済肯定説の方はどのように評価できるか。イタリアの救済肯定
説は、労働協約による賃金決定の場合、個別契約による賃金決定の場合お
よび使用者による一方的決定の場合に場面を分
(324)
けて、労働協約以外の場
面、もしくは使用者による一方的決定による場合にのみ救済を認める説が
多かった。もっとも、救済否定説と同様、イタリアの議論の前提には強い
労使自治という社会的基盤があると考えられる。労働協約と個別契約、使
用者による一方的決定を区別して論じているといっても産業別全国協約が
ある場合には個別契約や一方的決定による賃金決定の余地があまりないイ
タリアと使用者が一方的に決定する就業規則による賃金決定が一般的な日
本を簡単に比較できないであろう。一方、救済の根拠については、イタリ
アでは共同体、人格権（尊厳）、労務の結合、憲法36条、あるいは単に信
義則と多種多彩な議論がなされている。共同体や信義則を根拠に挙げる学
説は日本にも見受けられ一定の共通性がみられる。もっとも、この場面で
も日本とイタリアが前提とする賃金決定システムの違いを過小評価するべ
きではないであろう。
これらの議論では、既存の労働条件決定システムとの関係、特に集団的
労使関係と個別的労使関係の区別のほかに、裁判官による私的自治と平等
原則の調整の可否およびその根拠、労働者間の比較を導入するための理論
的基礎の有無、差別禁止と均等待遇原則との違い、信義則による法的権利
設定効果の有無などが問題とされていた。
このように両国の議論に違いがあるからといってイタリアの議論が日本
(324) もっとも使用者による一方的決定は個別契約上の根拠をもつことになる場合が
少なくない。それもあり、個別契約と使用者による一方的決定に関して、十分明確
に区別して論じていないものも多い。そのような区別を明確にしない議論であって
も労働協約とそれ以外の賃金決定方法の区別ははっきりとなされている。
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の議論にまったく参考にならないものであるというわけではない。イタリ
アの議論からはいくつかの示唆が得られるだろう。
まず、イタリアでは、既存の賃金決定システムに対する評価が立場の違
いになって現れている。イタリアの救済否定説からは、イタリアの全国レ
ベルの労働協約を中心とした賃金決定システムを肯定的に評価する態度が
多く見受けられた。賃金均等待遇原則を否定することは、この賃金決定シ
ステムをより機能させることにつながるという考えがこの立場の背景にあ
ると考えられる。これまでの日本の議論では、非正社員の賃金決定システ
ム自体の評価を明確に意識した議論はされてこなかった。したがって、そ
の観点から日本におけるこれまでの議論を評価しなおすことができるので
はなかろうか。
次に理論の面でみると、イタリアの判例および通説は、個別契約の場面
や使用者が一方的に賃金を決定した場面でも救済を否定していることは興
味深い。学説の中には、個別契約および一方的決定の場合には使用者に格
差の合理性の立証を要求するものがあったがこれは少数説にとどまってい
るようである。判例および通説がこのような場合にまで救済を否定してい
る論拠として、裁判官が職務の評価をすることは司法部の権限を大きく越
えるものであると述べるものがある。日本の救済肯定説は、裁判官に労働
の評価の権限を大きく認めるものが多い。このように大きな権限を裁判官
に与えることが可能か否かについては厳しく吟味する必要があるのではな
いか。もっとも、この議論の前提として、イタリアの労働法では判例によ
る大胆な法創造が限定的な場面に限られていること、また、低賃金に対し
ては判例上「公正な賃金」の法理による私的自治への介入が予定されてお
り、しかも「公正な賃金」の水準が原則として産業別全国協約と同レベル
と日本より高水準であることには注意する必要がある。
最後に、救済否定説の側からなされる救済肯定説の理論的根拠に対する
批判も示唆に富む。救済否定説は、労働契約はあくまでも労使の交換的契
約であるから、共同体説や労務結合説（折衷的労使関係説）のような共同
早法86巻１号（2010）60
体的な労使関係の把握は不可能であると説く。これは、労働契約論にもつ
ながる立場の違いではあるが、少なくとも共同体的な労使関係観は当然に
は受入れ可能な考え方ではないといえるであろう。日本とイタリアでは前
提とする賃金決定システムが大きく異なるものの、この点に関する指摘は
日本で共同体的な労使関係を前提とした救済肯定論にも通用する議論では
なかろうか。また、人格権（尊厳）説に対する批判も興味深い。代表的な
救済否定説によれば、イタリアの実定法上の諸規定から類推される尊厳と
は、平等の場面では機能することがないものであると理解されている。し
たがって、人格権（尊厳）説は根拠が薄弱であると救済否定説は述べる。
これを日本の議論に敷衍すると、日本の議論でも均等（平等）な待遇をお
こなわないことは労働者の尊厳を傷つける行為であると述べられることが
あ
(325)
るが、そのような議論で前提とされる尊厳は本当に根拠をもつものであ
るのかが問われなおさなければならないと考えられる。
このように示唆に富む議論がイタリアではみられたが、ここでもいつか
の課題が残る。一つは、イタリアでは均等待遇原則に対して私的自治はな
ぜかように尊重されるのかという点の考察がさらに必要である。本稿で
は、イタリア労働法全体の歴史の中における私的自治の位置付けをおこな
うにはいたらなかった。この点の考察を踏まえた上で日本では均等待遇原
則との関係で私的自治はどの程度まで尊重されなければならないかを考察
する必要が出てこよう。また、差別禁止法制の発展と私的自治との関係、
さらにはそれが均等待遇原則の議論に及ぼした影響については十分な考察
を展開できなかった。本稿の第２章で述べた内容は、やや記述的にその進
展の概要を示したにとどまる。さらに日本の同一労働同一賃金原則をめぐ
る議論のもう一つの中心的論点、すなわち非正社員（周辺的労働者）と正
社員（中核的労働者）の二重の労働市場の問題に関する考察は本稿では取
り扱うことができなかった。これらの点については別の機会に考察するこ
(325) 浅倉むつ子「パートタイム労働と均等待遇原則（下）」労働法律旬報1387号
（1996年）38頁など。
イタリア労働法における賃金の均等待遇原則の展開（４・完）（大木) 61
とにしたい。
【本稿は、科学研究費補助金（若手 B）20730043の助成をうけて行った研究
の成果の一部である。】
早法86巻１号（2010）62
